
　

499 件

原子炉施設の設備・機器における不具合事象および人的不適合事象のうち、原子力
安全に対する影響が比較的大きい事象
　・建設管理業務、原子力安全に影響を及ぼす法令違反（原子炉等規制法、電気事
　　業法に係る法令等）
　・品質基準規則※2 の条文に適合しない場合
　・クラス1、2 に該当する系統、機器の機能喪失
　・定期試験・各種事業者検査の不備・不履行により、クラス1、2の系統、機器の機能
　　が保証できなくなった場合　　　　　　ほか

原子炉施設の設備・機器における不具合事象および人的不適合事象のうち、原子力
安全に対する影響が軽微な事象
　・建設管理業務、原子力安全に影響を及ぼさない法令違反
　・品質基準規則の遵守に影響を与えることが否定できない場合
　・クラス1、2に該当する系統、機器の機能喪失に至る前に計画外の修理または補修
　　が必要な場合
　・クラス1、2以外で原子力安全に影響する系統、機器等の故障に至る前に計画外の
　　修理または補修が必要な場合
　・定期試験・各種事業者検査の不備・不履行により、クラス1、2以外の系統、機器の
　　機能が保証できなくなった場合　　　　　　ほか

Ｄ

原子炉施設の設備・機器における不具合事象および人的不適合事象のうち、原子力
安全に対する影響がない事象
　・品質基準規則の遵守に直接関連しない品質マネジメントシステム内の不適合
　・原子力安全に影響しない系統、機器等の故障、および故障に至る前に計画外の修
　　理または補修が必要な場合
　・廃棄体の搬出基準を逸脱した場合　　　　　ほか

不適合事象に
対する処置を
実施

　

　 ※１ 不適合件数：2025年4月～2026年3月末の不適合判定検討会で不適合と判定した件数

グレード

Ａ

Ｂ

処　　　置

不適合事象に
対する処置の
実施に加えて、
原因分析、再
発防止対策を
実施

解　　　　　　　説

原子炉施設の設備・機器における不具合事象および人的不適合事象のうち、原子力
安全に対する影響が大きい事象
　・建設管理業務、原子力安全に影響を及ぼす法令違反（原子炉等規制法、電気事
　　業法に係る法令等）の繰り返し発生
　・品質マネジメントシステムが破綻している場合
　・クラス1、2※1 に該当する系統、機器の機能喪失　（モード移行が必要となった場
　　合）　　　　　　ほか

Ｃ

不適合の処置状況　（2025年9月末現在）

0 件

0 件

266 件

281 件

0 件

0 件

207 件

218 件

Ｃ 26 件 15 件 11 件

グレード

Ａ

Ｂ

D

不適合件数※１ 処置完了件数 対応中件数

合　　　計

0 件

0 件

473 件

2025年度不適合事象の発生件数・処置状況（2025年9月末現在）島根原子力発電所では、発生（発見）したすべての不具合事象を「不適合判定検討会」におい

て審議します。その結果「不適合」と判定された事象については、本来のあるべき状態に戻すた

め、発生件数の多少にかかわらず、必要な処置を計画的に確実に行っています。

「不適合」は発電所の活動を改善していくためのツールでもあり、類似箇所への水平展開や過

去の経験事例として、「不適合」の未然防止に活用しています。

＜参考＞ 不適合のグレード

設備や機器において、本来あるべき状態とは異なる状態（通常発生する機器の損耗等を含む）

になった場合や、定められた手順で本来行うべき行為が行われなかった場合など、要求事項を

満たしていない状態を「不適合」と言い、原子力安全に対する影響によって、次の４つのグ

レードに分けて管理しています。（2020年12月24日見直しを実施）

2025年度に発生した不適合事象の処置状況の推移

※１ クラス1 ： 合理的に達成し得る最高度の信頼性を確保する必要があるもの

クラス2 ： 高度の信頼性を確保する必要があるもの

※２ 品質基準規則 ： 国の実用発電用原子炉に関する規則「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の規準に関する規則」
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処置完了件数

2026.1～3末に発生した不適合案件のうち処置中の件数

2025.10～12末に発生した不適合案件のうち処置中の件数

2025.7～9末に発生した不適合案件のうち処置中の件数

2025.4～6末に発生した不適合案件のうち処置中の件数

不適合件数

処置中

処置
完了

不適合件数

処置中

処置完了



①2010年度～2019年度の状況  ②2020年度以降の状況

※１　（　）内の数値は2025年4月～2025年9月末に処置を完了した件数（再掲）

※２　2010年8月1日から現在の不適合管理システムに移行している。

※３　2022年度の不適合1件、2023年度の不適合2件について、2024年度第1四半期、第3四半期の不適合判定検討会で再審議した結果、不適合管理対象から外したことにより不適合件数を訂正しています。

※４　2025年度の不適合2件について、2025年度第2四半期の不適合判定検討会で再審議した結果、不適合管理対象から外したことにより不適合件数を訂正しています。

607 件 594 件 13 件

684 件

624 件

2013(H25)

2014(H26)

2015(H27)

2016(H28)

2017(H29)

2018(H30)

2019

処置完了件数※１不適合件数

844 件

562 件

413 件

2021 199 件 194 件 5 件

743 件

468 件

323 件

351 件

430 件

2020

2025年度以降に処置完了予定

年　度

2010(H22)※２

2011(H23)

2012(H24)

対応中件数

0 件

0 件

1 件

844 件

2025年度以降に処置完了予定

2025年度以降に処置完了予定

2025年度以降に処置完了予定

562 件

412 件

323 件

351 件

428 件

464 件

566 件

679 件

733 件 10 件(1 件)

(1 件)

2025年度以降に処置完了予定

全件処置完了

全件処置完了

2025年度以降に処置完了予定

2025年度以降に処置完了予定

2025年度以降に処置完了予定

対応中（処置未完了）の事象の処置状況等

全件処置完了

全件処置完了

0 件

0 件

2 件

4 件

58 件

5 件

2025※４ 499 件 281 件 (281 件) 218 件 2025年度以降に処置完了予定

2025年度以降に処置完了予定

2025年度以降に処置完了予定2023※３ 994 件 950 件 (19 件) 44 件

2022※３ 441 件 434 件 (7 件) 7 件

2024 1180 件 1025 件 (123 件) 155 件 2025年度以降に処置完了予定

年度別 不適合事象の発生件数（2025年9月末現在）

年度別 不適合事象の処置状況（2025年9月末現在）
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不適合事象の件数は、点検作業

の状況等により増減しますが、

当社は、不適合事象を適切に処

置するとともに、その後の改善

により同様の事象の発生防止を

図ることで、発電所の安全性向

上に努めています。

２０２０年度から不適合グレードの見直しを行っていることからグラフを分けています。

(件)

不適合事象に対しては、事象に応じ

た処置計画を策定し、処置計画に基

づく処置を実施後、最終的に機能確

認等を行った上で処置完了となりま

す。

不適合事象には、設備の取替えが必

要な事象や、運転再開後に機能確認

する事象等、処置を完了するまでに

期間を要するものもありますが、１

件１件計画的に確実に取り組んでい

ます。

・2020年4月に不適合グレードを

A～CからA～Dに変更していま

す。

・2020年12月に不適合判定基準

見直し。以降の減少傾向に影響

しています。

・2022年11月に不適合判定基準

見直し。以降の増加傾向に影響

しています。


